
【資料３】 

 

技能労務職員の労働関係等に関する法的取扱い 

 

○ 地方公営企業等の労働関係に関する法律附則第５項により、同法及び地

方公営企業法第 37 条から第 39 条までの規定を準用するものとされている。 

 

○地方公務員法（昭和二十五年法律第二百六十一号） 

（特例）  

第五十七条 職員のうち、公立学校（学校教育法（昭和二十二年法律第二十六

号）に規定する公立学校をいう。）の教職員（同法に規定する校長、教員及び

事務職員をいう。）、単純な労務に雇用される者その他その職務と責任の特殊性

に基いてこの法律に対する特例を必要とするものについては、別に法律で定め

る。但し、その特例は、第一条の精神に反するものであつてはならない。  

 

○地方公営企業等の労働関係に関する法律（昭和二十七年法律第二百八十九号） 

 附 則   

５ 地方公務員法第五十七条に規定する単純な労務に雇用される一般職に属す

る地方公務員であつて、第三条第四号の職員以外のものに係る労働関係その他

身分取扱いについては、その労働関係その他身分取扱いに関し特別の法律が制

定施行されるまでの間は、この法律(第十七条を除く。)及び地方公営企業法第

三十七条から第三十九条までの規定を準用する。この場合において、同法第三

十九条第一項中「第四十九条まで、第五十二条から第五十六条まで」とあるの

は「第四十九条まで」と、同条第三項中「地方公営企業の管理者」とあるのは

「任命権者（委任を受けて任命権を行う者を除く。）」と読み替えるものとする。  

 


